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研究会「労働者協同組合の運動・組織・経営」

研究会

　本年 3月で法政大学を退官された角瀬保雄さん（協同総研顧問）に、これ

までの協同組合研究をまとめられた論文「労働者協同組合の基本問題―その

運動と組織と経営―」（『法政大学経営学会経営志林』第39巻 2号、3号）に

基づく研究会、『労働者協同組合の運動・組織・経営』を2003年 3月 20日に

豊島区南大塚社会教育会館にて開催しました。

　当日は26名の参加で、手島理事の司会のもと角瀬顧問の報告、黒川顧問と

岡安専務のコメント、島村主任研究員及び菅野日本労協連理事長の報告が行

われ、その他、参加者からの発言も含め活発な討論が行われました。当日時

間的な制約もあり、十分に発言いただくことのできなかった方も含め、それ

ぞれの方の発言内容を整理、報告していただきました。（編集部）
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労働者協同組合の

運動・組織・経営
角瀬保雄

（非営利・協同総合研究所いのちとくらし理事長）

（１）はじめに

今年3月末で70歳の定年退職を迎えるに

当たり、何か一つまとめてみたいと考えま

した。そこで最近 10年間ほど私なりに研究

をしてきました労協について総括しておく

のが必要ではないかと考え、「労働者協同組

合の基本問題」（法政大学『経営志林』第39
巻第 2、３号）という上下 40ページほどの

長文の論文を書きました。今日はその要点

をかいつまんでお話をすることになります。

今回、この総括をまとめるに当たりまし

て、いろいろこれまで書かれているものを

もう一度読み返して勉強するなかで新しく

発見するところが多々ありました。そのな

かの一つに、この研究所の会員であり、教育

学の分野から労協の問題にアプローチされ

ている北海道の山田定市さんの書かれたも

の（「労働者協同組合の現段階的性格」『社会

教育研究』第 9号）がありました。それを読

みますと、協同組合研究者の間でいわば「聖

典」になっているレイドロウとかベークの

所論に対する批判を展開されているわけで

す。そこでは私がかねてから感じていたこ

とと同じような点が指摘されています。そ

こでまず、それを出発点として取り上げて

みました。

山田さんは労協に対する「過小ないし過

大な評価に陥ることなく正確にその発展の

方向と条件を見据えることが必要である」

との立場から、レイドロウについては一定

の積極面とともに批判をも示しております。

すなわち、「協同組合主義」、「地域主義」へ

の偏向が見られるのではないかということ

と、理論的・実践的にもっと深めていく必要

があるという指摘をなさっています。また、

ベーク氏に対しては、「より現実的提起をし

ているが、資本主義経済システムと協同組

合セクターとの構造的関連については解明

していない」と残された課題を指摘してい

ます。そのように言われれば、確かにそうだ

な、と頷かざるを得ない点があるわけであ

ります。

それから、古いところですけれども、服部

知治さんの『協同組合資本論』という本があ

ります。私はかねがね協同組合の勉強を企

業論の視点から行っておりますので、そう

いう点から見ますと服部さんはこれを資本

として捉えているわけです。労働者が自主

管理する企業資本であると。そして協同組

合資本は国民経済にとって欠かすことの出

来ない社会的分業の一分野になっているの

だ、と言われています。この視点も私のアプ

ローチと共通したものだと言ってよいかと

思います。
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企業論として労協を取り上げる場合、労

働者協同組合というのは労働と管理と所有

の三つの側面が主体である労働者によって

統一された三面複合体であるといわれてい

ますので、その一つ一つの要素について分

析していかなければならないことになりま

す。一般の企業についてもこの三つの要素

があるわけですが、労協についてはその特

性に則して深められていかなければならな

い、ということになるわけです。

（２）労働主体の形成と協同労働の理論

まず出発点、原点が労働にあるわけです

から、労働主体というものがどのようにし

て形成されるかということを解明しないこ

とには、話が一歩も進まないということに

なろうかと思います。協同組合における労

働の問題についてはすでに周知のところで

ありますが、ICAの協同組合の定義にそれ

が欠けている、というかねてから指摘され

ている問題があります。それが ILOの定義

等にも影響をもたらしたのではないか、と

いうことであります。そういう前提の上に

立って労協運動の歩みを振り返ってみます

と、「就労から福祉へ」という展開をしてい

ることはご承知のところであるわけですが、

その労働の内容、主体形成についてどこま

で深められているのか、研究の対象として

の分析がどこまで蓄積されてきているのか

どうかというと、それは必ずしも充分とは

いえないように思います。実践の経験ある

いは事例等はたくさん生まれているわけで

すけれども、これを理論的に分析するとい

うことはまだ手についたばかりではないの

か、と思います。そのように思っていたとこ

ろ、たまたまこれも北海道のおそらく山田

さんの教え子の人たちだと思いますが、何

人もの若手の研究者が労協の労働主体の形

成について論文を発表されております。梅

枝裕一、丸山美貴子さんなどが精力的に労

働主体形成の分析をやっております。私と

しては大変勉強させていただきました。こ

ういう研究がもっともっと生まれてくる必

要があるのではないかと思っています。

そういうものを踏まえた上で、最近重視

されている協同労働という概念について、

どのように考えたらよいのかということに

なるわけであります。この点について法政

大学にかつておりました哲学者の芝田進午

さんが編著『協同組合で働くこと』のなかで

書いておりますが、そこで論じていること

がかなり私の考えと共通したところがある

と思いました。しかし、また納得できないと

ころもあります。芝田さんは本来、人間労働

と人間社会は協同的である、すべての労働

は協同的労働であるということができる、

と述べられています。

私も協同労働と言う言葉はこれまで使っ

てはきておりませんが、結合労働というこ

とで同じことを考えてきておりました。原

始社会以来今日に至るまで人間の労働はそ

のようなものでしかありえない、というこ

とです。一人一人の孤立分散した労働とし

ては成り立ち得ない、というふうに考えて

いるわけです。そうしたもとで、これまでの

歴史的な各時代における具体的な協同労働

の存在形態と今日の資本主義社会における

その存在形態は明らかに異なる点があるわ

けですから、その特性に応じてその一般的、

普遍的な側面と特殊的、歴史的な側面との

二重性において協同労働というものを把握

することが必要である、資本主義における

協同労働については、協同組合における協
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同労働と、資本主義の営利企業・株式会社に

おけるそれとの二つの存在構造で捉える必

要がある、という持論をもっておりました。

そうしたところ、芝田さんが亡くなられ、

遺著が発表されました。『実践的唯物論への

道』というタイトルのものでありますが、こ

のなかで、私の考えていたことと同じこと

を指摘していると思いました。そしてさら

には、「株式会社組織を崩して協同組合組織

に変えていくことが出来るか、今後、そうい

う方向を探求することが重要な課題です。」

という指摘をしているのです。私も協同組

合の研究を始めた当初から、協同組合がど

れだけ発展し広がっていっても、協同組合

だけで世の中は変わらない、と思っており

ます。したがって、株式会社をどうするかと

いうことなしにはダメだ、ということで「株

式会社の協同組合化」というようなことを

述べたりしたことがあります。あるいはま

た、今ある協同組合の姿がそのまま未来社

会に受け継がれていくモデルであるのかと

いう点についても、決して問題なしとしな

いということから、「協同組合の株式会社

化」というもう一つの命題も提起したこと

があります。その問題提起に対して、あまり

真正面からの反響はなかったのですが、黒

川（俊雄）先生が何かの時に、「角瀬さんの

言っていることを理解できたよ。」というよ

うなことを述べられたのを記憶しています。

協同組合の労働については、経営管理、管

理労働というものについて、あまり深く分

析するということが欠けているように思わ

れてなりません。協同組合も農協、生協とい

ろいろあるわけですが、大規模化してきま

すと、協同労働も執行労働あるいは現場労

働と管理労働とに分離してこざるを得ない

必然性があります。その分離、分業が固定化

してしまいますと、非常に官僚的な集中制

が生まれるということは、社会主義を目指

していたソ連等の国々の経験が証明してい

ることでありますので、その点を突っ込ん

でいくことが必要だと考えております。し

かし、（芝田さんは）哲学者ですから経営学

者と違ってそこまでは目配りが及んでない

点が残されている、とこのように思ったり

しております。

これはまた後のテーマになるかと思いま

すが、労協連は協同労働という概念を使っ

て法案を実現しようとしている。そこでの

協同労働が何なのかということを考えてみ

ますと、「全員参加経営」ということになる

んだろうと思います。「全員参加経営」とい

うのはいろいろなところでよく使われてい

ます。資本主義の中小企業でも言われたり

します。非常によく使われる言葉であるわ

けですが、ところがこれは「言うは易く、実

行はなかなか難しい」問題であろうと思っ

ています。「全員参加経営」が名実ともに実

現すれば、今の資本主義の企業経営と全く

違ったものになるのではないか、という大

きな問題だと思っているわけです。この点

は労協の実践を点検していく中でも、いろ

いろと問題点が明らかになっていくところ

だろうということです。

先ほど紹介しました若手の研究者たちの

研究成果を見てみますと、例えば丸山さん

は、既存の研究は「労働者協同組合の社会的

意義を論じたものが多く、労働者の労働主

体としての形成過程を論じたものは少ない」

（「労働者協同組合における労働主体の形成」

『月刊社会教育』第 503号）ということを述

べておりますが、労働者が労働主体から企

業としての協同組合の管理主体、経営主体

へと成長する過程が重要で、理念的にでは
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なく、現実的にその過程を分析するという

作業がこれまでの労働者協同組合の研究で

はほとんどなされてこなかった点が大きな

欠落であると、私はかねがね思ってきたと

ころであります。

（３）労働主体と管理主体の分離問題

そこで労働主体から管理主体が分離して

いくとともに、これがどのように統一され

るのかということが重要となります。私の

知る限りこの問題を取り上げた古い研究の

一例に、法政大学の労働経済の先生で小林

謙一という方がおられました。この人が実

態調査、「高齢者事業団の二つの類型」（『経

済志林』第 55巻第 2号）という論文を書か

れております。そのなかで、西宮の先進的な

事例を指摘するとともに、事務局への依存

の深まりと組織の官僚化という問題点がど

れだけ克服されたか、という問題を提起し

ております。これは 87年段階のものですか

ら、もうすでに 15,6年経っており今と大分

違っている点があるかと思いますが、同時

に普遍的なテーマでもあろうかと思ってい

るところです。

それから、梅枝さんは釧路企業組合、北海

道建設企業共同組合連合会の実態調査をし

まして、ここでは現場労働者が管理労働へ

参加できる客観的条件として、あまり専門

性が要求されない労働の中身である、投資

をあまり必要としない分野で展開してきて

いる、資本に直接包摂されていない領域で

活動してきていることから、その限りにお

いて労働主体が管理労働を担いうるという

ことを見出されているわけです（「企業組合

活動と労働自主編成」『地域づくりと自己教

育活動』）。状況が変わってくるとどうなる

か、という問題があります。

この点に関して丸山さんは、黒川先生と

富沢（賢治）さんの見解を取り上げ、その問

題点を論じているわけでありますが、例え

ば「労働者の労働主体形成の客観的条件を

所有のあり方に見出すだけでは不十分」で、

「労働者が形式的に出資者となってもその意

識と行動は日常の現場労働のあり方に大き

く規定されている」と述べたり、あるいはこ

れは労協というよりもっと広く問題を取り

上げているかと思いますが、富沢さんの第3
セクター論について、制度分類的であった

り予定調和的であったりという指摘をして

おります（「労働主体の形成過程における協

同労働と学習」『北海道大学大学院教育学研

究科紀要』第81号）。それから丸山さんは単

なるそのような理論的な点だけでなく、実

証分析としてセンター事業団の埼玉県北部

のＡ事業所というところを分析されており

ます。労働者の出資への意識を逐一取り上

げて検討しております。また、これは以前、

研究所の研究会でも報告されたわけですが、

法政大学の平塚眞樹さんが院生を動員して

行った労協の若手事務局員の意識に関する

ヒアリング調査が『労働者協同組合で働く

青年たち』(1999年 )という報告書にまとめ

られています。

それから塚本（一郎）さんもセンター事業

団の実態調査（「労働者協同組合の理想と現

実（１）労働者協同組合における管理と労

働」（『ひとびと』no．78）をされて同じよ

うな結論を出されています。

このように若手の研究者が労協の現場に

入り込んで実証的な分析をする。そのなか

で労協の理念と現実とのチェックといいま

すか、照合をするという作業をやっており

ます。これは私のような年寄りになってし
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まうと無理ですから、若い人の研究成果か

ら学んでいるところです。

そんな中で、私は法律は専門ではありま

せんが、自主管理労働というものが内包し

ている労働法上の論点に関する ILOの研究

（枝松正行訳「ILO協同組合法専門家会議報

告」駒澤大学大学院『経営学研究』第21号）

があります。つまり、労働者性と経営者性、

この二つの矛盾をどう労働法の上で解決し

ていくことができるのかという問題ですが、

皆さんもご存知のところかと思います。

それから最後に、労働組合問題がありま

す。この問題については私もその一端は見

たり聞いたりしてきたわけではありますが、

その結末がどうなったかということを詳し

く具体的には承知していません。全日自労

が事業団をつくり、それが労協へと発展し

ていくなかで一つの大きな論争点になった

ことがあるかと思います。労働組合必要論、

不必要論の二つの立場に分かれ、労協の労

働組合のあり方を巡って議論が展開したと

思うのですが、うやむやのうちに尻切れト

ンボとなりどこかへ消えていってしまった

というのが私の印象であります。介護労働

という問題が新しく浮上してきました。そ

こで働いている人をどう組織していくのか、

という大変重要なテーマがあったかと思い

ますが、それが今日どうなっているのか。こ

の点については、いろいろな人々が、小松善

雄さん、枝松正行さん、木下武男さんなどが

一定の見解を表明しています（協同組合労

働研究会編『コープ・ワーカーズ考』1991
年）。

私について言いますと、私が労協を勉強

し始めた最初の頃、たまたま事業団の学習

会に招かれて講演をしたことがありました。

そのとき私は社会主義企業についての研究

の結果を踏まえて、自主管理企業について、

理論的、抽象的には労働組合が不用になっ

てくるといえるが、現実的にはまだ分業関

係が残って存在している。その限りで一定

のチェック的機能を担う組織なり機構なり

が必要ではないか、と述べたことがありま

す（「自主管理・労働者協同組合の経営学」

『仕事の発見』第13号）。この点については、

その後、生協、農協等を見ていくなかで、こ

れは否定することが出来ないところではな

いかと思っています。

（４）資本形成と不分割積立金問題

次に所有の問題に入ります。資本形成と

いう協同組合全般に共通する問題でもある

わけですが、労協については不分割積立金

という特殊な問題があります。この点につ

いて、いろいろの論者が論じているわけで

すが、一番詳しいのがこの研究所の会員で

あり法律にも明るい堀越（芳昭）さんである

と思います。堀越さんの考え方について私

は以前から納得できないところがある、と

申し上げてきています。この点については

堀越さんとは意見の不一致のまま今日に

至っております。

堀越さんはかねてからの持論として可変

性と社会性の二点をあげております。可変

性についてはその通りなのですが、協同組

合資本というのは社会性を持ったものだ、

特にその中核になっているのが不分割積立

金である、これが社会性を代表する象徴す

るものだとこのように述べられているので

すが、私には理解できない論理である、とい

うことであります。この点について以前筆

を滑らせたところ、小松善雄さんがそれを

取り上げまして、その論文の中で不分割性



30

研究会「労働者協同組合の運動・組織・経営」

というのはフランスだけではなくイギリス、

ドイツにも見られる、ということで私の勉

強不足を指摘していただいた、ということ

がありました。

今回も当然その論点を引きずっているわ

けですが、そのなかで私が一番、関心を持っ

たのは1997年のイギリスの協同組合法案で

あります。これはまとめられるのに大分難

産したというばかりでなく、今日に至るも

それがどうなっているのかということは、

あまり明らかにされていない。今の労働党

政府ですが、私はアメリカのブッシュの手

先みたいになっている今の首相が大嫌いな

のですが、あのもとにおいて協同組合法案

が実現するかと思われた時期があります。

しかし、どうもそのようには進んでいない。

これはどうしてなのか、というのが私の疑

問であります。これは想像ですが、資本形

成、不分割積立金の問題と、特に今回の場

合、共同所有協同組合というものが前面に

打ち出されていますので、その問題を巡っ

てなかなか難しい点があり難航しているの

ではないかと思っています。堀越さんに言

わせると、この不分割積立金については株

式会社の会社法にもこれを導入すべきだと

いうことです。これがなされてないところ

が 97年法案の一番の欠陥だ、とこのように

まで言っておられます（「解題」『英国協同組

合法の提案と法案』）。私はこのような見解

は極端で、到底承認できないと思っており

ます。

社会的資本説については今日お見えの石

見（尚）先生もそのような考え方に立たれて

いるかと思いますが、この点についてはい

ろいろと論者の間で議論がなされています。

私は協同組合だけに社会的資本性を見出せ

ない、株式会社その他の企業組織形態にお

いても共通して社会性が認められると考え

ているわけです。そういう考え方のもとは、

経済学者の有井行夫さんがマルクスの資本

論に基づいてあらわした研究を、小栗（崇

資）さんが受け継いで展開しております

（「非営利・協同組織の資金調達と資本形成」

『非営利・協同組織の経営』）。私は原典に即

してまで議論する用意がありませんが、私

の日頃抱いている考えと一致しているもの

ですから、それを受けて、その上にたって自

分の考えを確認してきているということで

あります。

労協関係の人は所有ということを重視し

ますが、私は所有は法的、形式的なもので、

それよりも管理・経営の方が所有の実体を

構成しているのではないかと考えています。

経営学者の場合はそういう考え方が多いわ

けですが、そうした場合、協同組合論プロ

パーの方との大きな違いが出てくるのは、

ESOP（従業員所有制度）を巡ってです。

ESOPはアメリカやイギリスに今広がって

います。これをどう見るのか、ということが

問題になります。アメリカの資本主義的企

業の代表的な航空会社ユナイテッド・エア

ラインが最近倒産しました。そこでは従業

員が株式の過半数を持っています。しかし、

プロフェッショナルな経営者が経営してい

るわけです。従業員はあまり経営者に対す

る統制力を持っていないのが実態だろうと

思います。そういうことから考えても

ESOPを過大評価するわけにはいかない。

これは労働者協同組合へのいわば一つの接

近形態だというように簡単にはいえないと

思います。所有の面からだけ言えば、そのよ

うに言えないこともないのですが、それよ

りも重要視されなくてはならない経営、管

理の問題がすっぽりと抜け落ちてしまって
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いるのが、協同組合研究者の多くではない

かと思っております。

それから、日本における不分割積立金の

問題を巡っては、センター事業団で自立積

立金という形で実践的にいろいろな経験が

積まれてきているのは、ご存知の通りであ

りますが、この点については簡単に述べる

ことの出来ないいろいろな面があると思い

ます。今度の「協同労働の協同組合」法案に

おいても不分割積立金がいわば法案の中心

になっている概念であることが強調されて

いますが、この点も私はかねてから理解で

きない、納得できないということを機会が

ある度ごとに申し上げてはきたかと思いま

す。これは結局何が狙いなのかということ

です。労協の場合は資本形成に弱点をもっ

ている、だから資本を蓄積していくのが重

要なんだ、ということはよくわかるわけで

す。しかしそうであるならば、そのことと不

分割積立金とがどういう関係にあるのかい

うことになるわけですが、ざっと見るとい

ろいろな積立金が準備されているわけです。

こんなにたくさんの積立金は会社企業にも

どこにも見当たらない、労協だけのもので

はないかと思います。いろいろな名目で積

み立てていこうとしているかと思いますが、

そのこと自体は会社においても自由な決定

で行えることです。法律では最小限のもの

しか決まっておりませんが、労協の場合、不

分割ということを強調するのは、突き詰め

たところ結局、積み立てられる剰余に対す

る課税を免除してもらいたいということに

なるのだろうと思います。つまり、資本形成

を国に援助してもらうという論理になって

いるわけですが、私はそれには必ずしも賛

成できないわけです。労働者協同組合その

他の協同組合に対して、国が一定の促進策・

助成策を取ることは必要と思いますけれど

も、それは資本形成ということではなく、そ

の行っている事業、労協でいえば社会的、公

共的サービスの拡大といった事業に関連し

て優遇措置を講ずるべきだと思います。こ

の点は、今問題になっているNPO法や公益

法人法の見直しとも関わってくるわけです。

私は株式会社についてではありますけれ

ども、わりと企業資本の方では専門家のつ

もりでおりますが、その株式会社の論理を

持っている人にどれだけ不分割積立金の論

理が説得力を持ち得るのかというと、私を

説得しない限り、商法の研究者を説得でき

ないのではないかと思ったりしております。

それから、経済学者がこの問題について

論じているのをたまたま目にしましたので

ご紹介します。松尾匡さんという人なので

すが、「労働者自主管理企業が内部留保に

よって蓄積を行う場合、その無階級的な内

部構造に重大な変質がもたらされる可能性

がある」（「労働者自主管理企業における所

得格差の発生」『久留米大学産業経済研究』

第 37巻第２号）と言っております。これは

どういうことに関わるのか、私なりに一定

の考えがあります。

（５）福祉事業の展開と高齢者生協

労協が福祉事業に参入し、事業を展開し

ていることについて、私も若干のところで

ヒアリングをしたりしてきました。また高

齢協連の結成総会にも参加して、皆様方の

考え方を伺ったりしてきているわけです。

そのなかで高齢協は労協から生まれたもの

であるが、しかし労協をそのままコピーし

たものにはなりえないというのが現状かと

思います。生協法に基づく法人になってい
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るわけですから、購買生協等の内容で規定

されてくる、就労等については一定の限界

をもったものになっている、ということの

ようです。この高齢協の成長にはものすご

いものがあります。社会的な要求がそれだ

け高いということでもあるわけですが、労

協をはるかに上回るスピードで発展してき

ています。しかし、この介護サービスの分野

を全体として見てみますと、まだまだ協同

組合セクターの、イギリスでいうボラン

ティアセクターの占める割合はごくごく一

部にとどまります。やはり大半を占めてい

るのは昔からある社協とか新たに参入した

民間企業で、それには対抗しえていないと

いうのが現実だろうと思います。こういう

点もどうしたら協同組合セクターが期待さ

れている役割に応えうるのか、という大変

大きく重い課題があるかと思います。

生協の一番の本体である日生協などは、

ようやく最近少し取り組みを始めているか

と思いますが、当初はあまりやる気がな

かったように思います。本体の方がピンチ

になっている、そこが何よりも最優先だと。

福祉などの面に関わってもあまりメリット

がないと、このように考えていたようです

が、今ではかなり軌道修正をしてきつつあ

るかと思います。

労協の福祉の取り組みに対しては、研究

者の間から一定の評価や見解が示されてき

ています。私が知りうるのはそのごく一部

でありますが、この研究所の会員でもある

鈴木（勉）さん、それから外部の人ですが相

澤与一さん、これらのお二人は、労協がこの

問題に取り組む積極的な側面を評価しなが

らも、そこに何らかの一定の危うさという

か、問題点を感じざるをえないということ

のようです。このことは、私がかねがね感じ

ていたことと共通している面があります。

労協連は「新しい福祉社会の創造」というこ

とを大きく掲げているわけです。しかし、こ

れが必ずしも理論的に十分解明されていな

い、組み立てられていないのではないので

はないか、と思わざるをえないところがあ

ります。というのは、「福祉社会」対「福祉

国家」という二つの考え方があるわけです

が、どうも「福祉国家よさようなら、福祉社

会よこんにちは」というような形に流れて

はいないだろうかと感じているところであ

ります。私は福祉社会を実現するためには

福祉国家が必要であり、福祉国家を実現す

るためには福祉社会が必要である、この二

つのものは決して対立させるべきものでは

ない、両方必要だというふうに考えている

わけです。そのような考え方は塚本さんも

持っておられるようです（「介護サービス分

野のワーカーズ・コープの日英比較」『佐賀

大学経済論集』第 33巻第 2号）。

（６）労働者協同組合の課題

それから最後になりますが、労働者協同

組合の課題ということです。これまで労働

者協同組合が内包している問題点、克服す

べき課題というものをかなり明らかにして

きたかと思いますが、さらに企業という観

点から見てみますと、一つ注目しなければ

ならないものに労協の経営計画の問題があ

ります。

最初、経営計画なるものが打ち出された

のは、1990年から94年の5ヵ年の中期計画

で、当時の事業団全国連合会から打ち出さ

れました。これは 1000億円の事業高、5万
人の組合員を目標にしていました。ところ

が、これがそのまま第二次の5カ年計画（95
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年から 2000年）へと引き継がれ、さらにそ

の後の第三次（01年から 04年）へと受け継

がれてきているわけです。しかし、労協とし

て経営計画を立てるに当たって、これまで

問題にしてきたような、一人一人の組合員

がどのように参加し、そこで意思決定がな

されてきたのか、ということが見えないわ

けです。どうもトップダウンでこれが下ろ

されてきて、旗が振られてきたのではない

かと、そのように思わざるをえないところ

があります。

ですから、実績が計画の何分の一、何十分

の一の水準で、全然実現できないまま計画

倒れに終わっても、責任問題にもならず、そ

れがそのまま次に受け継がれていく。こう

いうことは普通の企業ではありえないこと

です。こんな極端な計画と実績との乖離に

なるとたちまち社長は首が飛んでしまう、

というのが企業の常識でありますが、そう

いうことが全然見られないというのは、労

協と企業とは別の世界なのではないかと思

わざるをえないということです。もちろん、

こうしたことの背景にはバブル崩壊後の、

90年代不況の深刻化の影響を労協といえど

も受けざるをえない、ということがあった

ように思います。しかし、それだけでは済ま

ないのではないか、事業高は右肩上がりで

伸びているけれども、事業剰余は横ばい、ま

た地域事業団の加盟数も減少してきている

など、いろいろな問題があるかと思います。

そしてガバナンスの問題もあるように思い

ます。

私が最近身近に感じた一つの問題に、こ

れは事業団のことではありませんが、労協

グループの一つ「つばさ流通」のゴタゴタが

ありました。つばさ流通は労協グループの

一つの柱になっていたわけですが、創業者

個人の力が大きかったからか、今では解決

しているようですが、所有を巡ってゴタゴ

タが起こったということであります。その

ほかの事例にも、いくつか経営破綻などの

問題を引き起こしたところもあったかと思

いますが、連合会として労協グループの総

括もできずにきているということのようで

す。労協連以外にも、一般の企業が倒産し、

自主管理企業になったケースではたくさん

あるのではないかと思いますが、そうした

経験から何を学び、どんな教訓を引き出す

かということは、きちんとやられなければ

ならない点ではないか、と思ったりしてい

ます。

終わりになりますが、最近私が大変興味

深く読んだ書物に、ロシア人のルーディッ

クという人が書いた『現代の産業民主主義』

(日本経済評論社 )という本があります。世

界の自主管理企業の実態調査を行ったもの

で、日本語に翻訳されています。その中では

モンドラゴンをはじめ各国の主要な事例が

取り上げられています。モンドラゴンにつ

いても「完全に自主管理原則に則ったもの

と規定する根拠もない」と大変厳しい指摘

をしております。最近雇用労働者が増えて

いること、それから組合員である労働者の

管理への参加が、組織全体の管理という点

では限界があるということの指摘がありま

す。これはおそらく個人の研究ではなく、か

なり多数の人間による集団的な研究であり、

アメリカその他の国々の研究者との交流の

なかでまとめ上げられた書物だと思われま

す。私のこれまでお話してきた考え方と共

通するところがかなりあります。この背景

にはロシアで国営企業体制が崩壊し、労働

者自主管理企業に移行しましたが、それが

今では一握りの経営者・新興資本家の支配
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する企業になっている、という現実がある

かと思います。そういう本があるというこ

とをご紹介しておきます。

また、京都大学の経済学者の大西（広）さ

んですが、彼は昔から労協に対しては批判

的でありましたが、最近も「社会の小部分で

しかないNPOや協同セクターだけに着目す

ることによって、まわりに存在する圧倒的

な資本主義システム……の問題を結局のと

ころ無視している」（「“NPO”の問題点と方

向性」『ポスト戦後体制への政治経済学』）と

いうようなことを述べています。私の考え

ているところと一部共通するところがあり

ますが、大西さんは労協の全面否定論に近

いわけで、私と一致する点と違う点がある

ということです。

それに対して、反対の極になるのですが、

哲学者の武田一博さんは、自立と協同に

よって世の中が変わるんだと、非常にオプ

ティミスティックな展望を示しております

（『市場社会から共生社会へ』）。ちょっとこ

れにはついていけない、というのが偽らざ

るところであります。

大変駆け足でありましたけれども、私が

最近まとめた論文の要点を取り上げてお話

をさせていただきました。
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コメント

黒川俊雄（協同総研顧問）

　角瀬さんは、「労働者協同組合の基本問

題」という論文で、労働者協同組合の研究に

80年代後半に富沢さんと並んで私が「口火

をつけ」たように書いてあるが、研究という

点では私は富沢さんほどには研究していな

い。

　第一に、この論文で角瀬さんが問題にし

ておられるのは、「労働主体の形成」という

点である。丸山貴美子さんの論文を引用さ

れて、私がその条件を「所有のあり方に見出

すだけ」であるかのように受け取られてい

る。たしかに『いまなぜ労働者協同組合なの

か』という拙著の中で私は所有のあり方を

問題にしている。角瀬さんは、所有は法的な

概念であってあまり大したことではないよ

うに言われているが、それは極論である。

「私的所有」に対して「個人的所有」をどう

再建するかを問題にすると同時に、協同の

中で労働主体が「個人的所有者」でありつづ

けるための主体的条件について触れている。

丸山さんが言っておられる「創造性」「協同

性」「平等性」にも触れ、「私的所有」の下で

の「利己的、排他的、閉鎖的」な傾向に対し

て、共同所有という条件の下での「利他的、

協同的、開放的」傾向という主体に影響を与

える側面だけではなく、それを「私的所有」

の下でも労働主体が「自己自身とたたかい

ながら」どう形成するかが重要だと強調し

ていたつもりである。

　実際、実践にかかわってみると、利己的な

人間は多い。その利己的な性向をなくそう

としても無理である。それをどう乗り越え

ていくかということも難しいが、そうしな

ければ、協同を実現していくことなど到底

できない。労働には、大きく分けると、資本

を使いこなして管理するという労働と、物

つくりやサービスの労働と、この両方があ

る。ただ「資本所有」の下での「分業にもと

づく協業」では、特定の作業ばかりずっとや

らされるかと思うと、「配置転換」という形

で異なった作業に移されるが、それでも

様々な作業をやっていくことによって人間

は全面的に発達する可能性をもっている。

だから「出資、経営、労働の三位一体」をめ

ざす協同労働によって労働過程のあり方を

変えていくために、労働過程の中で人間は、

自分さえよければいいという欲求や、自分

だけが損しているという不満などをお互い

に自発的に出し合い、よく聴いて議論し

合っていくことによって作業のあり方や協

力のし方などを変えていくことができる。

所有のあり方さえ変えればひとりでに労働

主体が変わるなどと思っているわけではな

い。
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　第二に、山田定市さんが、レイドロウの提

言を「『地域主義』への偏向」と批判してお

られることに角瀬さんが共鳴しておられる

点である。日本で、未成熟なまま崩壊の危機

に直面している「福祉国家」を再生すること

は、角瀬さんの指摘にある通り、重要な課題

である。そのためにも、地域は大切である。

地域というのは「個人の尊重」に基づく「人

と人との結合」というコミュニティの問題

であり、危機的な「福祉国家」を「権力主義」

に走らせないためにも「地方自治」の確立を

欠かすことはできない。「地方自治」と言え

ば、法的には「団体自治」も「住民自治」も

選挙にかかわることだけになりがちである

が、「住民自治」は、地域の人びとがどう主

体形成していくかということを抜きにして

は成り立たないし、「地方自治」そのものも

確固たるものになっていかない。

　私は、かつて『協同の發見』に自己批判め

いたことを書いたのであるが、「社会政策」

という学問をやっていると、国家が立法や

行政の手段でこうやればいいんだというと

ころに止まってしまい、つい地域を軽く見

てしまいがちである。だが、それではいけな

いと思って“地域住民に根ざして”などとよ

く言うが、長い間地域で活動していないと

地域住民の本音を聴けないし、地域の問題

をつかめない。だからと言って住民が“絶

対”ではないので、地域政策をつくって実現

していくことはそう生易しいことではない。

　ところが、労協も高齢協も、ついつい“上

で”方針を作って“下に”降ろしていくとい

う弱点を露呈しがちなので、地域住民にな

かなか根ざし得ない。このような弱点を克

服するには、地域における助け合い・支えあ

いを「個人の尊重」（日本国憲法第13条）に

基づいて「市場経済」の下で再生することに

力を入れる必要がある。コミュニティ共済

（ＣＣ共済）という新しい共済制度を創設し

なければならないのはそのためである。

　第三に、問題になるのは、ＩＬＯの「協同

組合の促進に関する勧告」である。角瀬さん

もこの「勧告」をふまえて「グローバリゼイ

ションと世界の非営利・協同」という論文を

書いておられる。

　ＩＬＯの数多くの「勧告」を、日本政府・

使用者団体はアメリカと同様に、まともに

受け止めて来なかった。だから条約批准の

数は、アメリカと同様に著しく少ない。しか

もアメリカンスタンダードのグローバリゼ

イションの下で、ＷＴＯ（世界貿易機構）が

先行して来ているので、世界各国とも地域

経済が崩壊の危機に直面している。だから

こそ、地域における「協同の促進」は、日本

では労働組合もあまり関心を示さないが、

重要性を高めてきている。労協や高齢協が

他の様々な協同組織やＮＰＯと連携して事

業活動を、全国的視野だけでなく「“人間の

顔”をしたグローバリズム」に基づくグロー

バルな視野に立って進めていくことが緊急

の課題になってきている。
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コメント

岡安喜三郎（協同総研専務）

　様々な人や研究者が労働者協同組合を研

究、調査し、その発展方向に関わってきてい

ることがよく分かる御報告だったと思いま

す。私自身は実践の側の方にいますが、これ

からも、労働者協同組合の原点、発展方向を

見ていきたいと思っています。そういう視

点から、質問めいた内容を含めまして７点

ほど述べたいと思います。

　第１点目は、労働者協同組合、「協同労働

の協同組合」で用いている協同労働の定義

に関わる問題ですが、角瀬先生の御報告で

使われている「協同労働」はどういう定義な

のかという問題です。現在の労働者協同組

合連合会や「法制定」市民会議が用いている

ものとは違う印象を受けました。議論を進

めるためには言葉は同じ（「協同労働」）でも

内容に違いがある場合がある。意味の違い

と共通点をはっきりさせておく必要がある

と思います。

　第２点目は、所有と管理の問題に関して

です。所有よりも管理の方が実質的支配と

しては重要ではないかということで、わた

しもそう思いますが、ではその管理の権原

は何処にあるか、管理行為を正当化する法

律上の原因は何処に求められるかというこ

とです。それとの関連で、所有という問題と

管理という問題は完全に分離しているのか、

また連続しているのなら、それらはどの様

に連続しているのか。また、その連続性は株

式会社と協同組合とでは、どこが同じで、ど

こが違うのか。例えば協同組合の表決権は

単純に所有からのみで論じられるのか、ら

れないのか、という問題も横たわっている

のではと思いますが。

　第３点目は、第１に関連していますけれ

ども、企業体にあって労働は誰が支配する

のか、労働過程は誰が支配するのか、してい

るのか、という問題です。労働者協同組合に

限らず企業は、原理的には、労働者の労働過

程は、経営的に見れば経営方針の執行過程

となっていると思います。労働と執行の分

離「現象」とは異なり、この労働過程と執行

過程は本来分離できるものではない。協同

労働概念はこういうことを自覚化させるも

のだと思います。

　第４点目は、資本形成と不分割積立金に

関してです。一般企業や旧来の協同組合が

これを一緒のものとして論議することは良

く知っています。ICAでもそういう議論が行

われます。一番新しい「協同労働の協同組合

法」要綱案からすると、資本形成を目的とし

て不分割積立金制度を提案している訳では

ないと思われます。どちらかといえば、社会
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貢献に必要な不分割基金制度（「非営利協同

基金」）を提案していると思います。会計上

では、この基金はその協同組合事業本体の

貸借対照表に載るものではないと思われま

す。

　５点目は、「計画を作っても計画倒れ、通

常の会社なら社長はくびだ、労協は甘い」と

の趣旨の話がありましたが、そう割り切れ

るほど大きな事業体でもないしな、と率直

に思います。でも一方で、通常の会社は計画

を作成することによって金銭的投資を誘う

ものなら、労働者協同組合は（三位一体制の

仕組みからして）労働を誘うものといえま

す。そしてそれは執行過程（労働過程）への

参加ということになります。くびか否かの

同じ議論は必要ないと考えますがいかがな

んでしょうか。

　６番目は、個別具体的にＴ社の話題が出

ました。結論的にいえば、だから社会性と

か、みんなの思いの生かせる協同組合法、労

協法が必要なんだということに尽きますが、

決してだから労協は危ういんだという例証

にはなりません。ただ、リーダーの２代目、

３代目への移行ということは、適切な法律

のない段階で組織の社会性を保つという点

で極めて大事なことだと思います。

　第７点目は最後ですが、これは直接のコ

メントというよりは付加的なものです。私

は結局、協同組合というものは、それに関わ

る人、人たちを主体にする組織だと確信し

ています。それは組合員でなくとも、納入業

者であってもです。だから例え小さくとも

社会的に意味のある事業ができ、注目され

るものになっていくんだろうと思っていま

す。主体形成は協同組合では当たり前のこ

とであるし、そうしなければ事業団体とし

ての価値も生まれ得ません。協同組合で働

く人たちに関しても全く同じです。

　協同組合を対象とした議論・研究を行う

場合、機能論的な評価だけでなく、というよ

りもっと大切なのは存在論的分析であろう

と思っています。
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“要項案”に見る

協同労働

島村博（協同総研／法制化市民会議）

　当日行なったコメントは以下の目次内容からな

る。ここでは、紙幅の関係で、a-1)『資本論』第1巻
第1章「協業」、b-2)同の部分はドイツ語版の『資本

論』の試訳に当てられた箇所でご関心のある方々に

は邦訳等に当たられることを予定し、割愛する。

報告者は『資本論』研究者でもなければ、労働を

学的な研究課題として設定する者でもない。法制化

をひたすら推進する事務局の立場として協同労働の

法的構成に腐心し、為政者、立法当局等から提起さ

れた諸問題に対しその普及、支持拡大の観点から説

得的思索を重ねてきたにすぎない。だが、マルクス

の論理に依拠して論議がなされるだけではなくその

見地から協同労働が捕捉される限りで、本来のさよ

うな立場をいったん置いて必要な最小限の検討を行

なう。この意味では、マルクス研究者による研究史

に何ほどのものかを付け加えようと意図するもので

もなければ、マルクスの読み方を提示するものでも

ない。

　報告者の課題は、「協同労働の協同組合」法・要

綱案の観点から見た協同労働というものである。こ

の解説を行なう上で、必須の前提として協同労働の

歴史的存在形態及びその基礎を問うという手続きは

不必要であるが、角瀬氏の方法の意義と問題を指摘

しておく必要があり、まず、「協同組合労働」か「協

同労働」か、を論ずる次第である。

　この報告を読み返してみて随所に不備が見られる

が、当日行なった報告以外を付け加えないことが

ルールであるので、他日、改めて論議をする段階ま

で内容の全面的な刷新は控えることにする。

目次
I)「協同組合労働」か「協同労働」か
a-1) 予備概念　協業の形態を手がかりにし

て歴史を語ることができるのか?
a-2) マルクスの所説の整理 　　　
a-3) 芝田テーゼ「共同体労働」と区別され

る「協同的労働」としての「協同組合労働」
b-1) 予備概念　 《所有、労働、管理》とい

う括りで何が解けるのか?
b-2) マルクスの所説の整理
b-3) 芝田テーゼ  2-1「協同組合労働」観

芝田テーゼ 2-2 「協同組合労働」を組織
する「協同組合」

c) 角瀬先生のご指摘の整理
小括

【協同労働という観念】
【当該の把握の意義】
【把握の問題点】　

Ⅱ)本説　「要綱案」に見る「協同労働」
a.構造的論点
「出資・労働・管理」　
　制度要求の眼目  協同労働、不分割積立金
　2つの論点
　1.労働者性
　　所得性格(勤労者所得か事業者所得か)　
　中協法第21条(2)ただし書き
      労災保険需給資格　
　　形の上での指揮・命令関係の設定

ILO第193号「協同組合の促進」における
国際労働基準の適用問題
→「要綱案・改定案」第一　総則、第三
　組合基準　4.の規定を補充

　2.不分割積立金
1.公益法人制度改革　その現状と展望
2.他の協同組合法制　剰余金処分

b.協同労働　構造として、「案」全体で貫かれ
ている。
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I)「協同組合労働」か「協同労働」か

　検討素材　芝田進午編『協同組合ではた

らくこと』(1987 年、労働旬報社 )、「『協同

組合労働』の理論と展望」

　「本来、人間労働と人間社会は、協同的で

あり、そのかぎりですべての労働は「協同的

労働」であるということができる。マルクス

は、『自由な協同組合的な労働』を『自発的

な手、いそいそとした精神、喜びにみちた心

で勤労にしたがう連合せる労働』として特

徴づけているが、本来、疎外それざる労働

は、そのような性格をもつものである。『協

同組合労働』は、このような意味での
、、、

『協同的労働』であるが、それは、前資本主

義的共同体における『共同的労働』とは区別

される。というのは、『協同組合労働』は、資

本主義的生産の成果としての生産諸力の発

展、とくにその一契機としての『協業』を前

提とする労働であり、その意味での『共同的

労働』、『直接に社会化された労働』だからで

ある。・・・大工業なしには『協同組合労働』

は形成されな (p.247.) かったということが

できる。・・・・

　『協同』は、原始『共同体』にはじまるす

べての前資本主義的『共同体』に普遍的な人

間活動のあり方であるが、『協同組合』は、共

同体の崩壊、市民社会と近代的な自立せる

個人の成立を前提として・・・・」(p.248.)(
芝田 )。

a-1) 予備概念　協業の形態を手がかりにし

て歴史を語ることができるのか?

『資本論』第 1 巻第 1 章「協業」

　資料―1 　　割愛

a-2) マルクスの所説の整理

　　協業 :e.Kooperationを「共同体労働」と

して読むとして。

1.《(原生的 )「協業」→資本主義的に歪曲さ

れた「協業」→その成立根拠の止揚による高

次での協業の復元》という議論は、ここでは

成立しない。かかる読み方は、「正―反―合」

的なヘーゲル的理解に通じるものがある。

2. マルクスは、人類がこれまでに目撃した

「協業」を、｢人類の文化的発端｣おける｢協

業｣の想定から出発して、第一に、「古代世

界、中世及び近代的植民地における大規模

な協業の散発的な適用は直接の支配・隷属

的諸関係に基づくのであり、大概は奴隷制

に基づく」タイプの協業と、第二に、「協業

それ自身が資本主義的生産過程に固有で、

かつ、資本主義的生産過程を特殊に区別す

る歴史的形態として」の資本主義的協業と

いうタイプとに分けている。

両者は、「直接の支配・隷属的諸関係」に

基づくのか、資本・賃労働の間の形式的平等

に基づくのかの相異として区別され、芝田

が言うような「『協同』は、原始『共同体』に

はじまるすべての前資本主義的『共同体』に

普遍的な人間的なあり方」という認識を提

示してはいない。「共同体」において成立す

るものでもなければ、「散発的」であって「普

遍的」でもない。ましてや「直接の支配・隷

属関係」に基づくものであって「人間的なあ

り方」でもない。芝田は三重に誤りを犯して

いる、ということになる。

3. ここでは、資本への賃労働の包摂により

「資本主義的生産過程に固有で、かつ、資本

主義的生産過程を特殊に(他の時代の生産様

式から　訳者補記 )区別する歴史的形態」た

る協業が成立する、と述べているに過ぎな

い。協業の歴史的編成の展開論理を問題と

しているわけではない。

問題は、「固有」で「生産過程を特殊に区
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別する歴史的形態」という把握の含意であ

る。それは、「自由な賃金労働者を前提」と

するという意義で「固有」なのであり、一面

で、形式的に自由平等な、資本所有者と労働

力の所有者との契約を媒介した「同一の労

働過程における相当に大量の賃金労働者の

同時的雇用」という意味で、他面で、「労働

過程が社会的生産に変身するための歴史的

必然性」を呈するという意味で、歴史的に生

起し、歴史的にやがて没落する「歴史的形

態」とされるのである。

4. その歴史的成立の前提条件の一つは、「労

働力を資本に売却する自由な賃金労働者」

である。いわゆる「所有から自由な労働者」

である。今ひとつは「資本それ自体の出現」

である。

5.「協業により発展させられる労働の社会的

生産力が資本の生産力として現象する」。

a-3) 芝田テーゼ「共同体労働」と区別され

る「協同的労働」としての「協同組合労働」

1.「協同組合労働」:資本主義的協業を前提

とする (p.247)｢協同的労働｣の歴史的形態

2. その歴史的形態規定性は、「商品生産社

会・資本主社会における貧困、疎外を克服す

るために、自立せる個人が自覚的に形成す

る「組合」 ( U n i o n ) ないし「連合」

(Association)」を成すことに求められ、「し

たがって、『協同』と『協同組合』とは区別

され」るのであって、協同組合において協業

として組織されるものこそを資本主義社会

以前の「共同体労働」と区別して「協同組合

労働」と呼称する。

b-1) 予備概念　《所有、労働、管理》という

括りで何が解けるのか?

『資本論』第1 巻第1 章「協業」資料-2割愛

b-2) マルクスの所説の整理

1. 一定規模の労働においては、労働が一定

規模であるが故に「一般的諸機能を遂行す

る」管理を必要とする。

2. それが資本の機能となるのは、独立の人

格として個々ばらばらな労働者たちを「同

一の資本との関係に入」らせることで「労働

過程に入」らせ協業を組織するものが資本

であるからである。

3. 故に、資本の指揮命令下にある労働者た

ちの協業の力、労働の社会的生産力は、彼ら

自身が生み出したものであるにもかかわら

ず、資本により組織された力として、彼らに

は無縁なものとして登場する。

4 . こうして資本制的生産を前提とすると、

《所有》、《労働》、《管理》は、《資本を所有す

る》者による《労働過程》の階級性を帯びた

《管理》という問題構制となり、雇用労働者

の保護という労働法制の必要が導かれるこ

とになる。

b-3) 芝田テーゼ 2-1 「協同組合労働」観

　　下線は報告者が付したものである。

1. 協同組合労働は、賃労働の対立概念であ

り、それにとってかわる自由で自主的な人

間的な労働であるが、資本主義の下では「賃

労働」という形態でおこなわれることがさ

けられない。

2 . 協同組合労働は一般に価値法則にした

がって、また価値法則という疎外の下で行

なわれる。

3. しかし、協同組合労働は、「賃労働」の形

態でおこなわれるとはいえ、自主的な雇用

組織としての協同組合との関係では、原理

的にみて、剰余価値法則によって搾取され、

不払い労働をおこなわされているというこ
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とはできない。

4. というのは、協同組合労働は、みずから

の労働力を資本あるいは資本の機能を代行

する国家、その他の機関と交換しているの

ではなく、協同組合と交換するのであり、剰

余労働の成果の処理について発言し、それ

を共同占有できるからである。

芝田テーゼ 2-2

「協同組合労働」を組織する「協同組合」

1.(小括 1―②に加えて)「資本の経済」、「所

有の経済」に対抗する「労働の経済」の組織

である。

2. 協同組合は、「資本の経済」に包摂され、

それと絶えず闘争せざるをえない経済組織

である。また、そのような闘争を続けなけれ

ば、「資本の経済」のあらゆる欠陥を再生産

せざるをえない経済組織である。

c) 角瀬先生による芝田氏の所論の整理

1.「歴史的発展の視点」から見た「協同労働

のもつ深い意義」　 「芝田」第一段落を参照

2.資本主義社会における協同労働は、その

存在形態として「協同組合労働」と営利企業

における「雇用労働」の双方に見いだす。

　ところで

3. 双方は「協業」を基礎にしているという

点ではなんら変わりない。　 b-2)-1を参照

　当然にも

4.「雇用労働」においては疎外が存在する。

　　　　　　　　　　        b-2)-3を参照

　だが芝田が言う「協同労働」は「賃労働」

の形態をまとうので「芝田テーゼ 2-1」を参

照

5.「協同組合労働」は資本主義のもとで雇用

労働という形態をとっている「協同労働」

だ。

(換言すれば「協同労働」は、協同組合にお

いて雇用される働き方である。)

(故に、「自主的な雇用組織」であるにしても

「管理・統制の問題が重要となる」。)

              　「芝田テーゼ 2-1」を参照

小括

【協同労働という観念】　

角瀬先生の方法的視座のまとめ

1.「広義の協同労働概念と、資本主義という

歴史的・具体的形態のもとにおける狭義の

協同労働の概念という二重の視点で」、及び

　　　　　　　a-1)予備概念と対比のこと

2.「営利企業における雇用労働と協同組合

における協同労働という二重の存在構造で

捉えている」。

【当該の把握の意義】

1. 所有・労働・管理の全面にわたる民主主

義を目指す経済民主主義を達成する企図の

下で、営利企業における労働と「非営利企

業」の 1コロラリーとしての「協同組合」企

業における労働とを「雇用労働」を軸とする

統一的視座の下に俯瞰し把握することを目

指す点で注目される。

2. とくに「所有・管理・労働の三位一体」

を「協同労働」の内包とする労働者協同組合

に定位しては、労働過程において管理能力

を陶冶する労働主体の形成に焦点を当て、

労働の二類型(精神労働と物質的労働)の固

定化を克服する仕組を探求し、その非和解

化の表れとも言うべき「官僚集中制」に制度

的オータナティブを対置する発想は、歴史

的に創世記段階にある労働者協同組合運動

の前進を図る上で一つの処方箋の在りかを

示すものと言える。

3. 協同組合一般に定位しては、協同組合と

いえども私的生産、賃労働、商品交換に基づ
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いて物質的に維持され発展する資本主義社

会の「私的労働主体」性を剥ぎ取り得ない故

に、労働者協同組合における「所有・管理・

労働」のあり方、特に労働主体形成の構造が

「共同性」を労協以外の協同組合において反

省的に制度化する経験となりうるという意

味で、労協以外の協同組合における雇用労

働を含めて「協同労働」としてカテゴライズ

する意味もまた大きい。特に、厳しい労使関

係の現存、呵責のないリストラの進行に歯

止めを掛けられない「共同性」のあり方、水

準、内容を労働者協同組合以外の協同組合

法の制度的限界として改めて省みる上で重

要である。

【把握の問題点】　｢法制度｣、「組織」、｢構

造｣、｢運動｣の相互連関の視角から

Q-1.「労働者協同組合」における「協同労働」

は、「労働者協同組合」という協同組合にお

いて雇用される働き方?

雇用労働とは、通例は、法的関係、法的次

元において捉えられうる制度概念で、経済

学的には賃労働。

角瀬論考では、協同組合企業一般におけ

る「協同労働」を一つのコロラリーとする

｢雇用労働｣は資本主義的協業を｢基礎｣とす

る労働様式として、同時に「経済民主主義」

をめざす観点から統治構造地平で把握され

ている。つまり、法規範的制度水準において

ではなく、労働編成内部の諸機能の「官僚

的」構造化又はコンクリート化という角度

から対象化されている。

かかる了解では、労働過程又は生産過程

とは、(使用)価値を生産する過程であるのみ

ならずほかならぬその労働の仕方を根拠づ

ける基礎を再生産する、という視座から「協

同労働」を理解することはできても、「組合

員の民主的権力」の構造そのものを規範次

元では予定しつつも、状況的にそれから逸

脱することもあるものとして協同労働を把

握することはできない。すなわち、協同組合

一般において協同組合企業―従事組合員と

の間に成立する雇用労働としての「協同労

働」においては、労働過程=雇用関係の再生

産であることは理の当然としても、「労働者

性」と「経営者性」とを1の人格において統

一することが前提とされる労働者協同組合

においては、かかることは言い得ない。

すなわち、協同労働は、1)小資本の持ち寄

りによる起業であり、2)本来的に労働が共

益権行使の資格を特徴づけ、3)共益権への

関与は資本結合に基づく累積議決権によっ

て規定されるものではなく、人的結合性に

依拠する。つまり、b-2-2のロジックとは異

なり、設立契約又は加入契約という「組合契

約」及び所要の手続きにより自らを組織す

るのであり、かかる仕方での労働の結合は

協同意志に基づくもので、されば、管理が出

資金という資本の機能としてたち現れる必

然性もまた存在しない。管理の「官僚」化は

構造特質ではない。

ここでは、「出資」の所有性は沈殿し規制

的な役割を果たすものではない、 ということ

により規定され、雇用労働の形態をまとう

「協同労働」とは本質を異にする。

仮に、角瀬論考のように「協同労働」を｢雇

用労働｣の一つのコロラリーとして把握する

いわれがあるにしても、既存の協同組合労

働に見られるような本来的な意義での雇用

関係を再生産する労働過程、組織形成過程

は進展しない。または、制度的には阻止され

うる。

つまり、｢構造｣地平での把握は、実は、「構

造」把握ではなく、実態に照らして時に成立
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する判定というものである。所が、協同労働

は、未だに制度化要求の途上にある不定形

の創造的な働き方であり、その探求である。

したがって、この過渡的時点での労働の状

況的、片面的ありように着目して労働者協

同組合における労働を「雇用労働」の外延に

含め協同組合において成立する雇用労働と

しての「協同労働」に概括することは方法的

な誤りである。

Q-2.「協業」を基礎としながらも、「出資・

労働・管理」の三位一体的統一性に基づく労

働者協同組合においても「官僚集中」の発生

は避けられないのか?

　不可避であるのかどうかを判断できかる

歴史がない。未だに創世記段階にあり、そこ

では、他の企業同様に成功もあれば失敗も

あり、また誤りも避けられない。

　問題は、「無搾取 =自己搾取企業」であっ

ても「官僚集中」の発生は避けられない、と

いう見方にある。この点については、上で既

に述べてある。

　所で、執行的管理労働の分化、管理業務の

独立性は、民主主義と両立しないものでは

ない。問題は、実践的には、「経営者革命」(A.

バーリ、G.ミーンズ)と評された「所有と支

配との分離」を経営管理労働の分化におい

て観測することではなく、分化の傾向的特

質を有する統治の構造を第一に分節化し、

分権化し、第二に直接的な民主的管理、コン

トロールの領域を拡大することであり、第

三に分権化された意思決定領域に積極的に

参加する能力、意識を不断に陶冶してゆく

ことにある。

市民が自らの生活連環を自主的に構想し

形成する運動であり、市民的協同による国

家から自立した公共圏(「新しい福祉社会の

建設」)とその拡大(ネットワーク化)をめざ

すものとして、労働者協同組合は、労働と分

業の新しい形態を模索するものである。し

たがって、経済組織と社会制度との関連を

解く上で肝要な視点からの検討されるいわ

れがある。

つまり、1)株式会社、協同組合という経済

組織が法制度、特に財産権制度と税制とい

う社会的構造に埋めこまれていること、同

時に 2)それぞれの労働におけるコンバイン

の仕方の相異に由来する組織形成過程(法制

度上では意思決定過程→執行→監査・監督

を通じた戦略的課題の追求とそれに伴う組

織の生成、発展)が現に規範性をもって存す

ること、そして、3)組織を経営する者がそれ

ぞれの発展段階にある文化的制約から逃れ

られない、といった視点において。

第一の視点と関っては現在進行中の「公

益法人改革」論議及びその方向性との関連

で、第二のそれとは｢営利｣、｢非営利｣という

括りで現代において何をメルクマールとし

て区別するのかという実践的意味が、第三

のそれにかかわっては、企業・起業文化とい

う論点に関るすべての論点が触れられる必

要がある。

　第一の視点は、法制度(法規範、法的関係、

法的意識を含めて)をそのものとして把握す

る次元、その制度実態の把握、及び、それを

一つの対象とした｢基礎｣の上での労働様式

としての｢構造｣把握とは、それぞれに関連

しながらも区別されなければならないから

である。

Ⅱ)本説　「要綱案」に見る「協同労働」

a. 構造的論点

「出資・労働・管理」　　

当面の処理
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　労働者性も経営者性も、突出させない。

　制度要求の眼目

　　協同労働、不分割積立金

　2つの論点

　1. 労働者性

所得性格(勤労者所得か事業者所得か)　

中協法第 21条(2)ただし書き

労災保険受給資格　　

形の上での指揮・命令関係の設定

ILO第 193号「協同組合の促進」におけ

る国際労働基準の適用問題

→「要綱案・改定案」第一　総則、第

三　組合基準　4. の規定を補充

　2. 不分割積立金

　3.公益法人制度改革　その現状と展望

　4. 他の協同組合法制　剰余金処分

　　→「案」第一　総則、第三　組合基準

　 　1(四)の規定を改める必要がある。

・「剰余金がある場合」　営業損益計算に

より求められた営業利益の意義で。

・協同組合において積み立てられる3種

の積立金は、公益法人会計で処理。

　この部分と全国非営利協同基金への

拠出とは分かち書きにする。

　当該の積立金は、負債性を有する積

立金ではないという意味で、資産の部

の貸方に記す。

・全国非営利協同基金は、各組合員が倒

産防止のために基金に拠出する金額に

は経費性が認められる実務に即するも

の。(組合員の所得に落とした場合は、

課税の繰り延べ扱いを解除され、当該

部分に課税がされる。)　規定の仕方に

注意する。　

b.協同労働　構造として、「案」全体で貫か

れている。

1.「所有・管理・労働」把握　(出資という

組合契約がもたらす)労働の場の利用と、そ

れを根拠として管理に参加する正当性の根拠

・所有⇒管理への関与というのでは、言

葉の正当な意味でブルジョア的。又は

資本が資本を生む、という一つの現れ

に過ぎない。それでは、協同で労働す

るという目的が後景に追いやられる。

・労働こそが、労働の成果の配分、労働

の編成、資本の投入、労働過程管理規

則等の決定、策定という戦略的管理へ

の参加(=共益権)を根拠づけ、小資本

の共同の出資は、その労働を共同で新

規に編成し(組合設立契約)、又は新た

に当該の組合に加入する( 組合契約

Association契約)ことで労働の場を利

用する正当性を付与する要件であっ

て、管理への参加請求権を直接に根拠

づけるものではない。

・かかる構造としなければ、出資のみの

組合員、利用するだけの組合員と就労

する組合員との共益権上での区別を行

なえない。又は、investor drivenの契

機を排除しえなくなる。また、定年退

職者や労災にあい就労が不能となった

組合員と現に働く組合員との間に区別

が設定できない。

・労協における出資は、返還請求権の対

象となるが、有限責任の限度を示すも

ので、経営のプロセスで蕩尽されるこ

ともあり、場合により破産ということ

になれば償還請求の対象ともなりえな

い。また、操業中においても有価証券

として譲渡されうるものでもない。

・上記のことを反射的に保障するため

に、企業組合法人における出資金の有

する「持分」規定を置かず、また、組
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合を組合員が協同で所有するとの規定

も意識的に外してある(*)。

つまり、労働者協同組合は、組合員が出資

の根拠に基づいて共同で所有する事業体で

はなく、《現に就労する組合員》が雇用契約

を組合との間で締結せず自覚的に《働く場

を利用する組合員》として、管理労働者であ

るか現場労働者であるかの区別なく共益権

の主体として組合の存亡に関与する組合で

ある。

　　　　(*) 報告者は ICA のアイデンティ

ティ声明に掲げられる「定義」を杓

子定規に法的な定義として読むこ

とをしない。また、「原則」を法的

構成の規制的原則として眺めるこ

ともしない。現に存する各国の法

的諸規範の抽象として把握する立

場を取らないし、また、21 世紀の

協同組合の法的構成を施策する上

で十分なものとも思わない。「組

織」的在り方－「運動」－国家的公

的「規範」の運動的脈絡の中で浮動

する内部規範の一つの在りかを示

すものとして理解する。この点は、

他日において論じる機会があるだ

ろう。
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労協連における「協同労働」

の実態と概念の形成過程

菅野正純（日本労働者協同組合連合会理事長）

はじめに――協同労働論への実践の側

からの報告

　内容に入る前に、協同組合のような人び

との実践についての理論における、研究者

と実践者、研究と実践は、どのような関係に

あるべきか、という点について感想を述べ

させていただきます。

実践の理論においては、研究者が実践者

の外側にいて、実践者を純粋な「対象」とし

て「客観的」に研究し、あるいは冷笑的に批

評し、はなはだしきは「お前は間違ってい

る」というような裁判官的な結論を下す、と

いう研究方法はふさわしくないのではない

か。その研究の結果が、たとえば「管理と労

働は必ず分離し対立していくものだ」とい

う「宿命的」な結論であるとするなら、その

ような研究に参照するものはほとんどない、

と思っています。

そうではなくて、このグローバル資本主

義がどこまで行き着いているのか、企業が

働く人びとをリストラすることによって生

き延びていくような時代に突入している。

バブル的投機に走り、次には世界戦争体制

だという現状に対して、どのように対抗し

ていくのか。どのような労働、どのような経

済をつくっていくのか。その中で協同労働

はどのような意味を有して発生しているの

か、それが有効でありうるためにはどうし

たらいいのか。そうした根本のところでの

問題関心の共有の上に、初めて、研究者と実

践者の実りある関係が成り立つのではない

か、と思っております。

そういう立場から、実践者の方として、労

協連におきます「協同労働」の実態と概念の

形成過程にしぼって報告させていただきま

す。

角瀬先生は、「全組合員経営」が「協同労

働」の内実であると前提され、労協連は今日

「就労から福祉へ」とポイントを転換してい

るのではないか、と指摘されました。

「全組合員経営」はもちろん「協同労働」の

根幹的な要素、契機だと思っています。しか

し、それだけではもはや留まらなくなった、

というのが「協同労働」論の今日の到達点で

す。

そして「就労から福祉へ」というのは、い

ささか不正確で、「就労」は依然として決定

的であります。就労創出、あるいは労働をよ

り人間的で主体的なものに変革していく、

ということが大命題です。

その中で、どういう領域に人間の労働が

求められているのか、これから成長してい

く労働とは何なのか、と考えたときに、「福
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祉」が決定的な意味を持ってきた。福祉に全

部還元されるわけではないけれども、それ

が非常に重要な意味を持ってきたことは確

かだと思います。

１．「人間の労働が求められる領域」へ

の問い

「労働者は企業の主人公になりうるか」と

いうのが、中西五洲さんが理事長をされて

いた時代の労協連の命題でした。そしてそ

れは今でも重要な命題なのですけれども、

しかしよく考えてみると、労働と事業は、利

用してくれる消費者や生活者、あるいは地

域住民がいて、初めて意味を持ってくるし、

成立するわけです。厳しい失業と経営困難

のなかで、もう一度社会的なニーズはどの

へんにあるのか、21世紀の人間の労働に求

められる領域は何なのか、を問い直す。その

中で「労働者が企業の主人公」たりうる労働

と経営のあり方を考えることが求められま

した。

そうすると、折からの高齢社会の中で、人

間が孤立している。コミュニティの中で人

間が当たり前の暮らしをしてくためには、

人間と人間の関係を再生しながら生活を総

合的に支える。そのような労働がいたると

ころで求められているのではないか、と気

づきました。これが、協同労働論に至る、社

会的ニーズの側からの接近でした。

２．社会が求める労働の新しい質

　そうした社会的ニーズに応える労働は、

新しい質を持ってくる。それを示したのが、

「コミュニティケア」から「生活総合産業」へ

という展開でした。

　営利的な介護事業者がやっているような、

家の中、あるいは収容型施設の中に閉じこ

めた介護でなく、ケアを利用する人と人が

集まり、交流しあいながら元気になってい

く。そのことが根本にあって、生活が立て直

されていく。その周りに地域で高齢者を見

守り、支えあっていくようなまちづくり＝

コミュニティワークを進めていく。そうし

たケアの労働です。

　さらに人びとの生活を支えるには、ケア

だけでなく、「生活総合産業」への広がりが

必要となる。たとえば、自交総連のタクシー

の運転手さんたちが、自分たちのこれから

の労働の展望は何なのかを考え、「介護タク

シー」に取り組みました。その中で自分たち

の仕事を、人間が行きたいときに、行きたい

ところにいく自由、基本的な人権を保障す

る仕事。「人間の自由を拡大する仕事」とし

て位置づけるに至ります。研修の仕方も自

ら工夫し、労働の質を高めていくことに取

り組んでいます。

　さらには居住の空間全体を、「居住福祉」

の視点からつくりかえる仕事へと、「生活総

合産業」は展開を始めています。

３．「協同労働」の概念：「三つの協同」

　そういう中で私たちは、自らの労働の概

念を練り直し、「協同労働」に到達しました。

　「三つの協同」と申しておりますが、働く

人びとが協同する、それと共に、利用者・生

活者と協同する（その生活者も協同してい

る）、そして地域における人と人との協同を

広げていく――そのような労働の概念です。

４．働く人における経営と労働の再統合

　そうした協同労働を追求していきますと、

いま島村さんが理論的におっしゃいました
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が、実際的にも、「経営と労働の再統合」――

労働者（同一人格）における再統合という問

題が、必然的に要請される事態が広がりつ

つあります。

　たとえば、コミュニティケアをやってい

く場合、一人ひとりの労働者が自覚的に働

くことは当然ですけれども、チームを組み、

利用者と生活を共にしていくというあり方

になる。

　そうした中で、日本社会の歴史の中で画

期的だと思いますが、女性たちがヘルパー

講座を経て、自分たちで出資し、自分たちで

経営を軌道に乗せて発展させていくという

ことをやり、一つの地域福祉事業所が発展

し働く人の数が増えていった場合に、自分

たちの剰余金の中からもう一つの地域福祉

事業所をつくって、合意と共感が得られ・話

し合い・学び合いができる適正規模の単位

組織を保ち、そのネットワークとして組織

を成長させる。そういう全く新しい「経営」

のタイプを実現しています。

　経営と労働の統合に失敗するならば、わ

れわれのめざす労働は実現し得ないし、破

綻していくだろうという、そういう根本的

な命題なのだと思っています。

５．社会的な広がりの中での協同労働

の意義

　私たちは「協同労働だけで世の中が変わ

る」とは、到底考えていません。ですが、な

ぜ ILO協同組合振興勧告が出たのか、なぜ

「政労使」という国際機関において協同組合

が出てきたのかということになりますと、

協同労働を統合しなければ、これからの時

代を乗り切っていくことはできない。その

ことが労働をめぐる国際的な公共政策の課

題として確認をされたということであろう。

　そういう意味で、社会的な広がりの中で

協同労働というものはどのような意味を持

つのか、ということを絶えず問いかけてい

きたいと思います。

　不分割積立金についても、国に（協同組合

の発展を）援助してもらうということでは

ありません。国が破綻し、企業も破綻してい

る。人びとが働き続けていくという、根幹を

保障し得なくなっているのではないか。国

に税金を納めて（公共サービスを）やっても

らうというだけのやり方と、企業に雇って

もらうだけのあり方とが、相即していたわ

けで、この両方が破綻しているのが現状で

す。

　これに対して、働く人びと・市民自身が、

自分たちの労働と事業の成果の一部を不分

割積立金として積み立て、それを就労の創

出、あるいは労働の発展のために使い続け

ていくということを実際にやっているわけ

です。国や企業が果たし得ない公共性を働

く人びと・市民自身が連帯の力で、世代を超

えてやっていこうというのが不分割積立金

の精神であるということを申しあげて終わ

りたいと思います。
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角頼報告へのコメント

富沢　賢治（聖学院大学教授）

角頼氏の報告は、労働者協同組合運動の

現実と理論を総括し、基本的な問題点を摘

出し、それらについて検討するという手堅

いものであった。氏は基本的な問題点を、

①「労働主体の形成と協同労働の理論」、

　②「労働主体と管理主体の分離問題」、

③「資本形成と不分割積立金問題」、

④「福祉事業の展開と高齢者生協」、

⑤「労働者協同組合の課題」という5つに

分けて検討した。以下、これらの5つの問題

点のそれぞれについてコメントする。

１．労働主体の形成と協同労働の理論

　労働主体の形成と協同労働との関連につ

いて検討するためには、協同労働の概念を

静的に把握するだけでは不十分であり、労

働主体の形成と協同労働の形成との関連を

動的に（プロセスとして）把握する必要があ

る。これは、①経営学の観点からすれば、労

働現場における労働主体の形成と協同労働

の形成との関連の問題となる。これはまた、

②歴史学の観点からすれば、労働者階級の

形成と労働の社会化との関連の問題となる。

労働運動の観点からすれば、①と②の観点

を踏まえたうえでの、労働者の主体形成と

労働の社会化との関連の問題となる（詳細

については拙著『唯物史観と労働運動』ミネ

ルヴァ書房、1974年、拙稿「労働の社会化

と社会的経済」『大原社会問題研究所雑誌』

2003年 5月号掲載予定、参考）。

２．労働主体と管理主体の分離問題

　経営学者（たとえばＰ．Ｆ．ドラッカー）

の分析によれば，営利企業に比べて民間非

営利組織が優れている点は、メンバーが組

織の使命（ミッション）を共有していること

である。メンバーが組織の使命を共有すれ

ば、労働主体と管理主体の分離問題は、組織

を破壊するほどの大きな問題にはならない

であろう。とすれば、メンバーによる組織の

使命の共有をどのように実現するかが根本

的な課題となる。

３．資本形成と不分割積立金問題

　中川雄一郎氏の近著『キリスト教社会主

義と協同組合』（日本経済評論社、2000
年）が明らかにしているように、イギリス

の初期の協同組合運動の内部で闘われた最

大の論争は、利潤の分配の仕方をめぐるも

のであった。キリスト教社会主義者が、労

働者生産協同組合での「労働者への労働に

応じた利潤分配」を主張し、消費者協同組

合運動家が、それに反対し、「組合員への
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購買高に応じた利潤分配」を主張した。こ

の論争は後者の勝利に終わり、それ以降

「労働に応じた利潤分配」論は、協同組合

運動史の片隅に追いやられてしまった。

　１９９５年の国際協同組合同盟総会では

従前の協同組合原則が改定され,現行の協同

組合原則が採択された。利潤分配の仕方を

規定した第３原則では、個々の組合員に分

配しない積立金（不分割積立金）をつくり協

同組合を発展させる必要があるとされてい

る。この「不分割積立金」の規定を協同組合

原則に入れることを主張したのは、国際協

同組合同盟の生産協同組合委員会であった。

しかしながら、消費者協同組合委員会は、こ

れに反対し、組合員への購買高に応じた利

潤分配を主張した。私は当時、日本労働者協

同組合連合会の一員として生産協同組合委

員会に参加していた。そして、レジス委員長

の依頼を受けて、日本の各種協同組合の代

表に「総会では不分割積立金の原則化に反

対しないでほしい」と根回しをした。結局、

原則の文章は、つぎのようにきわめて不満

足なものとなった。

「組合員は、剰余金をつぎの目的のいずれか

又はすべてのために配分する。

　可能な限り、少なくとも一定部分を不分

割としうる積立金をつくることによって、

協同組合の発展をはかること。

　協同組合の利用高に応じた組合員への還元。

　組合員が承認するその他の活動の支援。」

　このように，原則に「可能な限り」

（possibly）という１語を附加させたことに、

レジス委員長は烈火のように怒った。「『汝、

殺すなかれ』という聖書の言葉を『汝、可能

な限り、殺すなかれ』と変えるようなもの

だ」と、私に言った。レジス委員長は数年後

に死亡したが、私には憤死とも思われる。

　この一例からもわかるように、不分割積

立金の問題は労働者協同組合の存亡にかか

わる重要問題である。

４．福祉事業の展開と高齢者生協

　この問題に関して角頼氏は「福祉社会を

実現するためには福祉国家が必要であり福

祉国家を実現するためには福祉社会が必要

である」と述べている。この観点は、労働者

協同組合運動を展開していくうえで重要な

観点である。たとえば、「協同労働の協同組

合」の法制化は、まさにこのような観点を必

要としている。

５．労働者協同組合の課題

　この問題に関して角頼氏は、日本労働者

協同組合連合会の経営計画が杜撰であると

指摘している。労働組合運動の立場からす

ると、たとえば賃金要求闘争における要求

額と実績のズレは、あたりまえのことかも

知れない。しかしながら、企業の経営計画と

なると問題は別である。ここでは、運動の問

題と実際の経営の問題をどのように両立さ

せるか、あるいは、運動を経営にどのように

活かすかという課題が問われている。
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経営学を労協運動に役立

てるために

石見　尚（日本ルネッサンス研究所）

角瀬さんが労協運動にたいして、専門の

経営学の観点から指摘された論旨にたいへ

ん興味を感じると同時に敬意を表します。

しかし、労協の背景にある現代資本主義や

現代企業にたいする見方、ひいてはそれら

の将来の推移にたいする考え方については、

当日の角瀬報告では十分に伺うことができ

なかった。労協運動にとって経営の視点は

必要だが、いわゆる「経営学」は有効である

か、また有効にするためには、どのような配

慮が必要かについて、私の意見のべようと

思います。

１．労協に「資本」の概念は当てはまるか

　角瀬さんの経営学は典型的には株式会社

の企業経営を想定したいわゆる「経営学」を

前提にして、「資本」の概念を設定し、それ

を労協にも当てはめているように､私は理解

した。しかし、釈迦に説法であるが、労協に

は､また生協には、次の理由によって「資本」

の概念はそのままでは適用できない。法律

的には商法の規定を規範とすることはでき

ない点が多い。

（１） 労協の持ち株は売ることがで

きないし、キャピタルゲイン

の取得がない。

（２） 剰余金の分配を利子の範囲に

おさえている。（このＩＣＡ

原則は、経済学的には無意味

であり、利子と利潤の概念を

混同していると私は個人的に

は考えているので、考慮外に

おいてほしい。）

では労協にとって出資金としての「資本」

とは何か。それは経済学的には、協同労働の

補助手段としての資金であり、企業組織と

しては経営への参加権の保証にすぎないと

考える。このことは労協企業にとって適正

な資金の必要性を否定するものではないが。

ところで、現代の株式企業ではどうなって

いるか。株主は法的には会社の所有者であ

る事を意味するが、所有が会社の統治者で

ありうるのは、大株主の場合であって、零細

な個人投資家の場合には、経営や統治の権

能は排除されている。日本の中小企業以外

では、大企業の大株主は、持ち株会社や銀

行、生保などの機関投資家であり、資本額か

ら言うと個人大株主の額は問題にならない。

個人大株主さえ会社の実質経営から排除さ

れており、企業の支配権は会社の経営責任

者（経営社員）や専門経営者にある。現代資

本主義は個人資本家では責任をとれない

「無責任体制」になっていることの本質をど

う見るか。

この意味で、労協における資本の否定は、
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現代の企業経営を形の上で先取りしている

のであるが、実態的には現代企業における

「経営者」の概念さえ成立していない。ここ

で「経営者」とは、企業経営の知識の体系を

もつ客観的実在（人物または組織）を意味し

ている。[経営 ]の欠如、これが労協の最大

の欠陥である。コンソルチア、ワーカーズ・

スチュアート制、地域マネジァー制など、や

わらかい経営支援のプロフェショナル制度

を検討してみる必要がある。

２．経営とは何か

では現代において経営者に委託される「経

営」とは何か。俗流経営学では、経営とは、

労務管理を適正に行い、企業の利潤を確保

し、株主に適正な配当と株価を維持し、健全

なバランスシートを確保することを意味す

るようであるが､それはもう古いのではない

か。現代経営とは、株主だけではなく、従業

員、需要者、供給者、地域社会などすべての

利害関係者の利益のバランスを考えた企業

運営をはかることであるが、それだけでは

物足りない。将来の企業資源の維持再生を

考えた [持続可能な経営 ]に責任を果たすこ

とであろう。労協の経営はこの意味での経

営を追求しなければならない。そのために

は、労協には環境保全、福祉、社会的疎外者

への対応、地域社会の創造的管理、食の安全

を含めた安心な社会、生きがいのある働き

かたのできる雇用などの指標を持った社会

監査を率先して行う必要があろう。

３．労協にとって労働とは何か

株式企業では労働とは賃金労働を意味する

が、労協の組合員には賃金労働は成立しな

い。労働は労協企業への参加要件であるが、

それは協同組合資本にたいする労働者階級

の発言権確保のための経営参加と言うので

はなく、労協においては労働のシステム自

体が個人の自主的な協同の労働になってい

るという意味での参加である。労協は「労働

出資の協同組合」であるというのはその意

味であり、出資はその労働のシステムを補

強するためのものであり､労働先導型になる

のは、その結果である。労協は主として労働

集約型産業の領域で成立しやすく、資本集

約型ないし重厚長大産業では成立が難しい

のはそのためである。これからの労協は、ブ

ルーカラーの集団ではなく、知識集約型の

高級専門技能集団として発展するであろう。

そして労働・知識集約型の労協は地域社会

の人々の生命・生活を対象とするから、市場

経済以外の組織や地域社会をソフトな資産

として、企業活動の内部に取り組むことに

なる。それができなければ、経営的に成功す

ることが難しいであろう。

４．不分割積立金について

角瀬さんは労協の不分割積立金を、個別企

業の剰余金から資本準備金の一種としての

積み立てる基金と解しているようである。

労協法で構想している不分割積立金は、「労

賃」からの一部積み立てであり、労賃の繰越

金である。そしてその根拠は、労協の労賃は

二つの部分すなわち、個人の直接的現在労

働から発生する部分と過去から受け継いだ

協同労働の労働システム自体から社会的に

生まれる部分から成り立つと考えられるか

らである。そしてまた、先人から受け継いだ

社会的遺産は次世代にわたって申し送りた

いから、社会的基金として積み立て、社会的
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資産として役立つように運用する倫理的価

値観に立っているからである。協同組合は

経済の評価を株式資産による評価ではなく、

実体資産に基づく評価を原則としている。

そのため、労協は１９９５年ＩＣＡ原則を

より明確に具体化する必要に直面している

のである。

５．結論

以上述べた諸論点は相互に関連するもので

ある。

これからの労協の経営を考えるには、既成

の経営学を超える清新ではつらつとしたイ

メージを出す必要がある。そのため、協同組

合の新しい経営学は「コスト主義」を原理と

しなければならない。生産・サービスの段取

り、外部経済、地域社会、環境保全などの間

接費をも組み込んだ合理的なコスト主義に

よる経営体系を創造しなければならない。

すべての種類の協同組合はロッチデール原

則以来の「市価主義」を、いま超えなければ

ならないのである。労協は協同組合の先陣

に立って、コスト主義経営の採用を検討し

てもおかしくない状況にあると考えるので

あるが。

Ｐ．Ｅ．ドラッカーは、その著作「ポスト

資本主義社会」において、コスト主義経営時

代の到来を暗示している。また実物経済の

観点を重視するシューマッハー学派の未来

社会志向の経済学、経営学（例えば「スモー

ル・イズ・ビューティフル」の第４部「組織

と所有」、ポール・エキンズ「生命系の経済

学」、ジェームズ・ロバートソン「新しい貨

幣の創造」――銀行の改革と新しい財政金

融のシステムについて提案している）など

が、ポスト資本主義の理念を運動、組織、経

営として機能化するのに役立つのではなか

ろうか。

欧米の現代企業は７０年代以降、市民運動

から「バルディーズ原則」などによる企業批

判を受けて、世界的にその経営思想が急速

に変化した。その背景を知るには、野村かつ

子著，石見　尚編「世界を変える消費者・市

民」（仮題）（近刊）が参考になると思う。

実践で

の教訓

　北島大蔵

（有限会社つばさ流通代表取締役）

参加者の感想

　気がついてみたら会社創立18周年を迎えて

いるのには、自身も驚いています。

　トラック業界に30年近く在籍し、トラック

労組の結成とたたかいの日々、そして企業の

再建と柔軟な対応。しかし奇しくも経営側の

不理解、そして苦渋の選択のなか、自主経営と

いう道を余儀なくされたのも事実であります。

雇われ始めた時から、労組結成のいかんを問

わず、労働の質については、社長であれ、職

制、同僚のいかんを問わず誰にも文句を言わ

せなかったことも自負の一つでもありました。

しかし経営をするということは、四六時中、心

労がつきまとい、いかにしんどいか。御年54
歳、人一倍丈夫な小生も少々ガタがきており

ます。

　大不況のなか、生き延びていくことはどこ

の企業も同じ条件であり、泣きごとは通らな
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いのも経営ではないかと思われます。

　さて、経営の実践から学んだことを申し述

べさせてもらえば、すべからく「良い仕事」を

することではないでしょうか。

　トラック業界でいえば、まず事故は起こさ

ない。高付加価値労働の提供、荷主からも職場

からも評価される営業、職場内のチームワー

ク等々、あたり前のことですがこの実践と練

磨が不可分なのです。自主経営であれ、労働者

協同組合であれ、雇われ者根性を捨てよい仕

事をしよう、とうたっても、経営の数字は正直

なのであります。今、トラックの荷主は事業者

の選別を重視しており、安易な事業者はどん

どん駆逐、淘汰されており業界紙を垣間見る

かぎりでも、破産、倒産の記事が連日のことで

す。逆にいえばビジネスチャンスでもあると

いうことです。

手前味噌で恐縮でありますが、つばさ流通

が18年間も存在出来得たのは、良質な仕事作

りの連続ではなかったのかと思っています。

例えば創立時の東京生協（現コープとうきょ

う）のバス見学の受託では、バスの損傷ゼロ、

無事故、雨のイモ掘りでの車内泥まみれも、ピ

カピカ磨きあげ翌日配車。新婦人東京都本部

と農民連が提携した無農薬、有機野菜、米、肉

の東京、三多摩方面の夜間配送（毎日6台～7
台）では、1車あたり40軒～60軒配達、大雨、

大雪も知恵と工夫でなんのその。引越し業務

にいたってはリピートと紹介がほとんどで、

宣伝方式は皆無。出入りの引越資材販売の辣

腕営業マン氏も当初、話を信用していなかっ

たと後日話しをしてくれた。その営業マン氏

も今では、つばさのファンになってくれ、大小

いろいろなし仕事を紹介していただき大変感

謝しております。

列記した御託の数々は事実であります。創

業以来人身事故ゼロで、自動車保険の割引率

が最高の75パーセントであることがその証で

す。この立派（？）な実績に面白い現象があり

ます。なぜか現場労働者にこの誇るべき事実

の認識がうといのか、謙虚なのか、淡淡の毎日

です。

しかし良いことばかりの18年間ではありま

せん。前代表没後の未解決の金銭問題、代表権

継承への遺族の妨害と悪評の流布。皆で創っ

た会社へのあるまじき行為に晴天のへきれき、

憤怒の煮えたぎる気持ちは暫く続きました。

しかし経営委員会、職場集会での結論は次の

通りでした。

① 前代表の創立の発想と人格の評価は永

遠のものである。

② 氏の独善と暴走を許してしまったこと

は小生を含め組織の弱さであったこと

を反省し、二度となきことを確認する。

③ 各位は創業時の発想を忘れず、夢のあ

る企業作りに邁進する。

企業作りは良く働くことに尽きると思いま

す。労働者主体の企業だからといって、能書き

ばかり達者な輩のいるところは成長が乏しい

ことは歴史の必然です。労協法制定に向けて

頑張られておられる学者・先生の皆様には敬

意を表したいと思います。「仏つくって魂いれ

ず」の諺がありますが、その様なことが無き様

願望する次第です。


